
 

自殺対策推進会議の開催について 

 
平成２０年１月３１日 自殺総合対策会議決定 

              平成２２年９月 ７日 最終改正 

 
１． 趣旨 
    自殺総合対策大綱（平成１９年６月８日閣議決定）に基づき、施策の

実施状況の評価並びにこれを踏まえた施策の見直し及び改善等について

の検討に民間有識者等の意見を反映させるため、自殺対策推進会議（以

下「推進会議」という。）を開催する。 

 
２． 構成等 
（１） 推進会議は、別紙に掲げる者をもって構成する。ただし、内閣府特命

担当大臣（自殺対策）は、必要があると認めるときは、構成員を追加す

ることができる。 
（２） 推進会議は、内閣府特命担当大臣（自殺対策）が召集する。 
（３） 座長は、必要に応じ、関係行政機関の職員その他の関係者の出席を求

めることができる。 
（４） 座長に事故があるときは、座長があらかじめ指名する者が、その職務

を代理する。 

 
３． 推進会議における議事の公表 
    座長は、推進会議の終了後、速やかに、当該推進会議の議事要旨を作

成し、これを公表する。また、一定期間を経過した後に、当該推進会議

の議事録を作成し、推進会議に諮った上で、これを公表する。 

 
４． 意見の取扱い等 
    推進会議における意見は、内閣府において整理し、必要に応じ自殺総

合対策会議に報告する。 
 
５． 庶務 
    推進会議の庶務は、関係行政機関の協力を得て、内閣府自殺対策推進

室において処理する。 

 
６． その他 
    前各項に定めるもののほか、推進会議の運営に関する事項その他必要

な事項は、内閣府特命担当大臣（自殺対策）が定める。 
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